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１．自己紹介

２．知的財産権及び中小企業における特許等出願の動向

３．共同開発時の留意点（中小企業の視点から）
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本日の内容



１．自己紹介

森 博

森特許商標事務所 代表弁理士

QIPビジネスサポート合同会社 代表

福岡県飯塚市出身
•1993年 福岡県私立久留米大学附設高等学校卒業
•1998年 早稲田大学理工学部応用化学科卒業（電気化学に関する研究）
•2003年 東京大学大学院工学系研究科化学システム工学専攻

博士前記課程修了 （光触媒に関する研究）
•2003年 東京大学大学院工学系研究科化学システム工学専攻

博士後期課程修了 （固体電気化学、燃料電池に関する研究）
•～2007年 財団法人ファインセラミックスセンター（水素分離膜に関する研究）
•～2016年 特許事務所勤務
•2017年～ 「森特許商標事務所」を設立

九州大学学術研究員（非常勤）
所属次世代燃料電池産学連携研究センター



各士業の登録数（福岡県）※ 平成30年

司法書士

1,000人

土地家屋
調査士

700人

税理士

2,700人

行政書士

1,500人

社会保険労務士

1,500人

弁護士

1,300人

公認会計士

700人

不動産
鑑定士
200人

中小企業
診断士
300人

弁理士
100人



２．知的財産権及び中小企業における知的財産活動の動向



6

知的財産権、知的財産、知的資産

知的資産… 知的財産、

人材、技術、組織力、
顧客とのネットワーク、ブランド等

知的財産… 発明、商標、意匠、著作物、営業秘密等

知的財産権… 知的財産に基づく権利（特許権、商標権等）



創作意欲を喚起 信用の維持

知的創造物についての権利等 営業上の標識についての権利等

特許権

実用新案権

意匠権

著作権

営業秘密の保護
（不正競争防止法）

商標権

商品等表示の保護
（不正競争防止法）

その他関係する法令

製造物責任法

景品表示法

○ 「発明」を保護

○ 出願から20年

（一部最大5年まで延長）

○ 物品の形状等の考案を保護

○ 出願から10年

知的財産権制度説明会（初心者向け）テキスト「知的財産権制度入門」を基に作成

○ 物品のデザインを保護

○ 登録から20年

○ 文芸、学術、美術、音楽、プ

ログラム等の精神的作品を保

護

○ 死後50年（法人は公表後50年、

映画は公表後70年）

○ ノウハウや顧客リストの盗用

など不正競争行為を規制

○ 商品・サービスに使用する

マークを保護

○ 登録から10年（更新あり）

○ 周知・著名な商標等の不正使

用を規制

○ 製品に欠陥があった場合の製

造業者等に対する賠償を定め

る

○ 不当表示や過大な景品類から

一般消費者の利益を保護

…

…

知的財産権の種類



特許権
⚫ リチウムイオン電池に関する発明

⚫ 画面操作インターフェイス（ズー

ム・回転等）に関する発明

⚫ ゲームプログラムの発明

実用新案権
⚫ 電話機の構造に関する考案

⚫ ボタンの配置や構造に関する考案

意匠権
⚫ 美しく握りやすい曲面が施された

携帯電話機のデザイン

⚫ 携帯電話機の操作に用いる画面デ

ザイン

商標権
⚫ 電話機メーカーやキャリア各社が

自社製品の信用保持のために製品

や包装に表示するマーク

著作権
⚫ キャラクター、ゲーム、音楽など

の創作（表現）

10:00

JPO

知的財産権とは

人間の幅広い知的創造活動の結果生み出されたものついて、その創作者に与えられる権利の総称。



知的財産権に関する日米の比較

米
国

日
本

プロパテント政策

知的財産権重視へ

知的財産政策の推進

日本の製造業を分析

新興諸国の市場を制覇

イノベーションによる

競争力強化

2002年

知的財産戦略大綱

知的財産基本法の制定

2005年

知的財産高等裁判所の設置

様々な知的財産関連法改正

知的財産推進計画（2003年～）

小泉政権

（2001～2006年）

レーガン政権

（1981～1989年）

ヤング・レポート（1985年） パルサミーノ・レポート（2004年）

不況

時代

日本製造業全盛

期

米国製造業全盛期

（IT,バイオ等）

（2010年代）

（1980年代） （2030年代）

衰退の始まり

（1990年代）

日本の復活



引用元：特許庁ステータスレポート2018

日本の特許出願の推移

３２万件（2017）
ほとんどが大企業の出願
（出願の約８５％）

（企業数：約３８２万社）

大企業：０．３％
中小企業：９９．７％



中小企業の特許出願件数の推移

日本国内 PCT出願（海外）

引用元：特許行政年次報告書2019

出願数約3.8万件（2018）
出願数約4.4千件（2018）



商標出願件数（2018）

全体 約１６．５万件

中小企業 約９万件

・特許と比較して中小企業の比率が
高い
・年々増加傾向12

引用元：特許行政年次報告書2019

中小企業の商標出願件数の推移



中小企業は大企業と比較すると、保有権利の利用率は高い傾向にある。
また業種別に見ると、卸・小売業等、その他の非製造業以外の業種において大企業よりも特許
利用率は高くなっている



中小企業の特許出願件数、商標出願件数は近年増加傾向

→ 知財に対する意識が向上しているといえる。

しかし、中小企業は、ヒト、モノ、カネが不足気味

知財活動についても留意すべき点も多い

共同開発時において留意が必要



３．共同開発時の留意点（中小企業の視点から）



共同研究実施件数（件）
2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

民間企業 16,925 17,881 19,070 20,821 23,021 25,451

国 89 46 62 101 113 153

独立行政法人等 1,634 1,845 1,927 1,796 1,897 2,065

地方公共団体 360 382 400 450 491 532

外国政府機関、外国企業 272 265 264 291 287 351

その他（大学等） 867 917 1,032 1,158 1,185 1,354

合計 20,147 21,336 22,755 24,617 26,994 29,906

（資料）文部科学省「平成29 年度　大学等における産学連携等実施状況について」を基に作成



企業間連携
1-1. 中小企業 － 大企業
1-2. 中小企業 ー 中小企業

産学連携、産官連携
・中小企業 ー 大学、研究機関（地方公共団体）

共同開発の類型
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1-1. 中小企業 － 大企業

大企業に、自社技術を開示して共同開発

① 技術・アイデアの流用

② 共同特許として権利化
→持分に関係なく、実施可能（大企業の販路力）

③ 改良発明を特許取得される
→ 自社製品が侵害となる場合もあり

典型的
トラブル例

・ 自社技術の共同開発前の知財保護（特許化、ノウハウ）
・ 早期の共同開発契約（契約書の精査も）対策
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1-２. 中小企業 － 中小企業

典型的
トラブル例

対策

① 技術・アイデアの流用

② 共同開発・契約にかかる人材やノウハウ不足

③ 担当者の退職、代表の引退
→ 共同開発以後も考慮

・早期の共同開発契約、契約の定期的な見直し

・外部機関（大学等）、専門家と連携することも考慮



２．中小企業 ー 大学、研究機関（地方公共団体）

2020年1月9日記事

国立大学が、
企業との共同研究、商品
開発を行う「株式会社」
を設立可能に
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２．中小企業 ー 大学、研究機関（地方公共団体）

典型的
トラブル例

対策

① 技術・アイデアの流出

② 中小企業の負担が大きい（人材、コスト、販路）

③ 担当者の退職、移動（発明者、産学官連携スタッフ）

・中小企業の負担の低減

・大学、研究機関（支援者側）が積極的にサポート
（情報提供や仲介）



＜参考＞ 日本弁理士会HP 「社長の知財」

出典：日本弁理士会HP 「社長の知財」
https://www.jpaa.or.jp/shacho-chizai/



４．おわりに

中小企業の知財戦略は、今後ますます重要になる。

中小企業の知財戦略は、企業規模や経営資源により
様々であり、実情に合わせて検討することが肝要。

共同開発のトラブルの類型は様々。自社だけでなく、
外部のサポートを積極的に利用が望ましい。


